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ヤナガセ再生プロジェクト 
 
■プロジェクト運営母体の組成 

NPO は営利、非営利の業務を受託することが可能ゆえ、ヤナガセ再生プロジェクトの運営
主体に最も適した組織である。予算と権限を与え、今までに討議されてきた再生案および 
新規案を具体化し実行する部隊の組成が必須。 
 
例）NPO法人 ヤナガセ再生プロジェクト（仮称） 

   目的：１０～２０年後のヤナガセをビジョンとして掲げ、ヤナガセ再生のための 
あらゆる仕掛けの構築とプロジェクトの完遂を目的とする。 

   人員： PM １名＋４名、事務員２名 
       運営費は、協賛金、web上のショッピングモール運営費用、行政からの 
       補助金、収益事業で賄う。 
 
■事業内容（案） 

 
事業内容                目的、具体例など              
 （理念共有事業） 
ヤナガセ憲章の創設と運営・管理     風俗店の参入食い止め、外観などに関する 

規定を定める。営利と非営利のバランスを 
確保。 

（計画策定事業） 
ヤナガセ再生１０年プランの策定     ハード、ソフト両方の予算及びスケジュールの 

                     策定（民間案件と公共案件の峻別） 
・ 公共、民間施設のマッピングと区画整理 
・ 岐阜駅との連携、メインストリート再生 
・ 駐車場問題の解決 
・ 衣食住遊完備のまちづくり 

（事業投資事業） 
公共案件 
PFI事業及び PFI債券の組成      PFI案件の発掘と企画を行い、行政に答申。 
                    入札が行われ、落札した事業体に対し、 

PFI債券の組成を受託。 
 



 
民間案件 
ヤナガセファンドの組成と運営      特定の民間プロジェクトに対しファンドを 

組成し投資を行う。ヤナガセファンドとして 
販売。 
例：魅力ある１本の通り（５０ｍ）または１区

画の再生、東京駅地下にある黒塀横丁など 
 
商店街活性化事業 
ヤナガセ商店街の活性化         web上のショッピングモール運営・管理 

（割引券の販売、ビデオインタビュー） 
各種イベントの主催（他の NPOとの連携） 
 

■財政的な問題をいかに克服するか？ 
・国からの補助はどれだけ出るのか？ 

プロジェクト費用 １０００億  ５００億  １００億 
 国負担    ：  ４００億  ２００億   ４０億 
 地方負担   ：  ６００億  ３００億   ６０億  

 
・国からの支援の名目と支援 
  
                 →地権者と民間事業者が共同で設立する 民間が行う市街地開発事業 

土地区画整理会社への支援（補助及び無利子貸付） 
 
                 →道路、地域交流センター、土地区画整理事業、 
                  高齢者向け優良賃貸住宅、賃貸住宅、公営住宅 

まちづくり交付金 

 
                 →住民参加型まちづくりファンド 
                 →空き店舗のリニューアル 

まち再生まるごと支援プラン 
（国交省都市・地域整備局） 

 
 
 財政赤字を抱える岐阜市および岐阜県に地方負担分を全額任せることは困難であり、 
 PFI債券、民間ファンドでお金を用意し行政を動かす位の迫力が必要。 
  
  
  
  
  



 
参 考 
１．ヤナガセ住人を増やすのは簡単か？ 
                  ＠２０００万   ＠３０００万 
２万人 ÷ ４ ＝ ５，０００戸  １，０００億   １，５００億 
１万人 ÷ ４ ＝ ２，５００戸    ５００億     ７５０億 
５千人 ÷ ４ ＝ １，２５０戸    ３００億     ３７５億 

 
２．ＰＦＩ市場規模推定 

                                                        (単位：億円) 
年  度       行政投資額     ＰＦＩ市場規模    比率       
２００３年度     ４７５，０００      ８９６     ０．２％ 
２００４年度     ４５１，２５０    ３，６７１     ０．８％ 
２００５年度     ４２８，６８８    ８，１４１     １．９％ 
２００６年度     ４０７，２５３   １５，３０８     ３．８％ 
２００７年度     ３８６，８９０   ２１，５６５     ５．６％ 
２００８年度     ３７５，２８４   ２７，２６９     ７．３％ 
２００９年度     ３７１，５３１   ２９，０８８     ７．８％ 
２０１０年度     ３６７，８１６   ３０，１２０     ８．２％ 
 

（出所：矢野経済研究所 公共事業におけるＰＦＩの 
現状と将来展望 ２００２年版）  

 


